
平成™�年˜™月Ÿ日 月曜日 (第�›š—号付録) ˜˜月目録官 報

日

号
外

ペ
ー
ジ

三
六
六

災
害
対
策
基
本
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴

う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す

る
政
令

二
一
258

一
二

三
六
七

鳥
獣
の
保
護
及
び
狩
猟
の
適

正
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期

日
を
定
め
る
政
令

二
一
258

一
三

三
六
八

不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示

防
止
法
第
十
二
条
第
一
項
及

び
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
権

限
の
委
任
に
関
す
る
政
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
七
262

三
〇

三
六
九

花
き
の
振
興
に
関
す
る
法
律

の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

二
七
262

三
二

三
七
〇

花
き
の
振
興
に
関
す
る
法
律

施
行
令

二
七
262

三
二

三
七
一

金
融
商
品
取
引
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の

施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

二
七
262

三
二

三
七
二

金
融
商
品
取
引
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の

施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整

理
等
に
関
す
る
政
令

二
七
262

三
三

三
七
三

保
険
業
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期

日
を
定
め
る
政
令

二
七
262

三
三

三
七
四

保
険
業
法
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

二
七
262

三
三

三
七
五

電
気
通
信
事
業
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施

行
期
日
を
定
め
る
政
令

二
七
262

三
四

三
七
六

電
気
通
信
事
業
法
施
行
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
七
262

三
四

三
七
七

地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議

員
及
び
長
の
選
挙
期
日
等
の

臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
施

行
令

二
七
262

三
五

三
七
八

銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法

施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令

二
八
264

三
七

三
七
九

排
他
的
経
済
水
域
に
お
け
る

漁
業
等
に
関
す
る
主
権
的
権

利
の
行
使
等
に
関
す
る
法
律

施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令

二
八
264

三
七

三
八
〇

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理

化
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
八
264

三
七

三
八
一

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

法
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定

め
る
政
令

二
八
264

三
八

条

約

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

一
六

武
器
貿
易
条
約

六
245

二

一
七

所
得
及
び
譲
渡
収
益
に
対
す

る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税

の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の

た
め
の
日
本
国
と
グ
レ
ー
ト

ブ
リ
テ
ン
及
び
北
ア
イ
ル
ラ

ン
ド
連
合
王
国
と
の
間
の
条

約
を
改
正
す
る
議
定
書

一
四
251

二

一
八

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱

税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国

と
ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
と
の

間
の
条
約

二
七
262

三
六

最

高

裁

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

八

裁
判
官
に
対
す
る
期
末
手
当

及
び
勤
勉
手
当
の
支
給
に
関

す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
規
則

二
八
264

三
八

府

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

七
一

店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
等

の
規
制
に
関
す
る
内
閣
府
令

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

一
九
255

J
I
O

七
二

金
融
商
品
取
引
業
等
に
関
す

る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正

す
る
内
閣
府
令

一
九
255

J
I
P

七
三

不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示

防
止
法
第
九
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
立
入
検
査
を
す
る

職
員
の
携
帯
す
る
身
分
を
示

す
証
明
書
の
様
式
を
定
め
る

内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す

る
内
閣
府
令

二
七
262

五
六

七
四

金
融
商
品
取
引
業
等
に
関
す

る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正

す
る
内
閣
府
令

二
七
262

五
七

七
五

保
険
業
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

二
七
262

五
八

七
六

沖
縄
総
合
事
務
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

二
八
264

三
八

七
七
七
八

銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
内
閣
府
令

二
八
264

三
八

府

令

・
省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内
閣
府
、
総
務
省

六

郵
便
貯
金
銀
行
及
び
郵
便
保

険
会
社
に
係
る
移
行
期
間
中

の
業
務
の
制
限
等
に
関
す
る

命
令
の
一
部
を
改
正
す
る
命

令

二
七
262

六
一

〇
内

閣

府
、
総
務
省
、

文
部
科
学
省

二

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
程
の
一
部
を
改
正
す

る
命
令

二
一

二

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

五

地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及

び
再
生
に
関
す
る
法
律
に
基

づ
く
道
路
運
送
高
度
化
実
施

計
画
、
乗
継
円
滑
化
実
施
計

画
及
び
新
地
域
旅
客
運
送
事

業
計
画
の
認
定
に
係
る
都
道

府
県
公
安
委
員
会
の
意
見
の

聴
取
に
関
す
る
命
令
の
一
部

を
改
正
す
る
命
令

二
〇
257

一

復
興
庁
令
・
省
令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
復
興
庁
、
厚
生
労
働
省

二

厚
生
労
働
省
関
係
東
日
本
大

震
災
復
興
特
別
区
域
法
第
二

条
第
四
項
に
規
定
す
る
省
令

の
特
例
に
関
す
る
措
置
及
び

そ
の
適
用
を
受
け
る
復
興
推

進
事
業
を
定
め
る
命
令
の
一

部
を
改
正
す
る
命
令

二
一

二

省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
総

務

省

八
三

地
方
財
政
法
第
三
十
二
条
に

規
定
す
る
事
業
を
定
め
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

五

一

八
四

放
送
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
四

二

八
五

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
よ
る
通
知
カ
ー
ド

及
び
個
人
番
号
カ
ー
ド
並
び

に
情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

シ
ス
テ
ム
に
よ
る
特
定
個
人

情
報
の
提
供
等
に
関
す
る
省

令

二
〇
257

一

八
六

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
一

二

八
七

住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
一

か
ら
別
表
第
五
ま
で
の
総
務

省
令
で
定
め
る
事
務
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
五

二

八
八

無
線
設
備
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
五

二

八
九

電
気
通
信
主
任
技
術
者
規
則

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
七
263

一

〇
総
務
省
、
外
務
省

一

平
成
二
十
六
年
十
一
月
二
十

一
日
の
衆
議
院
の
解
散
に
よ

る
衆
議
院
議
員
の
総
選
挙
に

係
る
在
外
公
館
等
に
お
け
る

在
外
投
票
の
時
間
の
特
例
を

定
め
る
省
令

二
七

一

〇
総
務
省
、
経
済
産
業
省

一

特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評

価
手
続
の
結
果
の
外
国
と
の

相
互
承
認
の
実
施
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
五

二

〇
法

務

省

三
〇

刑
事
施
設
及
び
被
収
容
者
の

処
遇
に
関
す
る
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
〇

二

三
一

昭
和
八
年
司
法
省
令
第
三
十

八
号
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一
七

一
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